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「過労死等の防止のための対策に関する大綱」を閣議決定された。大綱は昨

年 6月に全会一致で可決・成立した「過労死等防止対策推進法」に基づく

もので、政府は過労死等を防止するための施策を行っていくこととなる。

岩城穣弁護士に大綱のポイント等を解説いただく。
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